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1.  平成24年6月期の業績（平成23年4月1日～平成24年6月30日） 

（注）平成24年６月期は、３月決算から６月決算へ決算期の変更をしたことに伴い15か月の変則決算となっておりますので、対前期増減率は記載しておりませ
ん。 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年6月期 2,139 ― △185 ― △169 ― △221 ―

23年3月期 2,318 △8.7 △198 ― △196 ― △251 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年6月期 △3,700.03 ― △7.9 △5.4 △8.7

23年3月期 △4,196.07 ― △8.3 △5.7 △8.6

（参考） 持分法投資損益 24年6月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年6月期 2,991 2,702 90.3 45,135.81
23年3月期 3,274 2,887 88.2 48,239.28

（参考） 自己資本   24年6月期  2,702百万円 23年3月期  2,887百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年6月期 2 110 △0 2,508
23年3月期 △153 △46 △1 2,396

2.  配当の状況 

（注）平成24年６月期は、３月決算から６月決算へ決算期の変更をしたことに伴い、平成24年５月２日に「平成24年６月期 第４四半期決算短信」を提出しておりま
す。なお、第４四半期末時点における配当はありません。 
（注）平成25年６月期の配当に関しましては、現時点では未定とさせていただきます。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0
24年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0

25年6月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3. 平成25年 6月期の業績予想（平成24年 7月 1日～平成25年 6月30日） 
 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）平成24年６月期は、３月決算から６月決算へ決算期の変更をしたことに伴い15か月の変則決算となっておりますので、対前期増減率及び対前年同四半期
増減率は記載しておりません。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 545 ― △162 ― △161 ― △163 ― △2,735.82

通期 1,068 ― △275 ― △274 ― △279 ― △4,669.54



※  注記事項 

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無

② ①以外の会計方針の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年6月期 59,868 株 23年3月期 59,868 株

② 期末自己株式数 24年6月期 ― 株 23年3月期 ― 株

③ 期中平均株式数 24年6月期 59,868 株 23年3月期 59,868 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続きが実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短
信（添付資料）３ページの「１．経営成績 （１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
 
（決算説明会内容の入手方法） 
当社は、平成24年８月23日（木）に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。 
当日使用する決算説明資料は、開催後、速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 
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(1）経営成績に関する分析 

当事業年度におけるわが国の経済は、依然として厳しい状況にあるものの、復興関連需要などから国内需要が堅

調に推移するもとで、緩やかに回復しつつあります。しかしながら、欧州政府債務危機懸念や長期化する円高、電

力供給の制約など、先行きはなお不透明な状況にあります。 

当社の事業ドメインであるモバイル市場においては、平成23年度（平成23年４月から平成24年３月）の国内携帯

電話端末の総出荷台数は4,274万台で、うちスマートフォンの出荷台数は前年比2.8倍増の2,417万台となり、総出

荷台数の56.6％を占め、平成24年度（平成24年４月から平成25年３月）については、総出荷台数が4,060万台、う

ちスマートフォンは2,790万台で68.7％を占めると予測されており（出所：株式会社MM総研[ 東京・港 ]）、今後

もフィーチャーフォンからスマートフォンへの移行は加速していくものと想定されます。 

このような状況下、当社は、新たな収益基盤、成長事業の早期確立をテーマとし、スマートフォン向け決済機

能、認証機能および会員管理機能を有する独自プラットフォーム『デジタルプラットフォーム』の開発、およびス

マートフォン対応への取り組みに注力してまいりました。 

また、コスト構造の再構築の一環として希望退職者の募集を実施するとともに、さらなるコスト削減等にも取り

組んでまいりましたが、フィーチャーフォン向けサービスにおいて、スマートフォンへの移行が急速に進んでいる

ことにより、課金会員数の減少が継続していること、新規事業への先行投資が増加したこと等から、これを補うま

でにはいたりませんでした。 

以上の結果、当事業年度における売上高は2,139百万円、営業損失は185百万円となりました。 

また、営業外収益に過年度における会社資金の不正支出に対する損害賠償金の回収金額の一部と受取配当金15百

万円を計上し、経常損失は169百万円、特別利益に投資有価証券の売却益49百万円、特別損失に人員合理化に伴う

特別退職一時金48百万円と固定資産の減損損失44百万円を計上し、当期純損失は221百万円となりました。 

なお、当社は平成23年９月９日開催の臨時株主総会の決議に基づき、事業年度の末日を６月30日とする決算期の

変更を行いました。これにより、当事業年度は、平成23年４月１日から平成24年６月30日までの15か月の変則決算

となっております。したがって、対前期増減率につきましては記載しておりません。 

   

 ○セグメント別の状況 

（エンタテインメントセグメント） 

当セグメントにおきましては、主要サービスであるアーティスト・タレントのモバイルサイト運営について積極

的な営業活動を行い、既存コンテンツの充実ならびにスマートフォンへの対応を推進いたしました。 

具体的な取り組みとしまして、既存サイトにおいては、きせかえコンテンツ等ダウンロードコンテンツの充実や

ECの積極展開を、また、新規アーティスト・タレントの獲得にも努め、９月には株式会社ワタナベエンターテイン

メントの２サイト『WE！ワタナベタウン』『ワタナベお笑いモバイル』を、３月には「青文字系」と呼ばれるファ

ッション誌で活躍するモデル「きゃりーぱみゅぱみゅ」の『きゃりーファンサイト』等を立ち上げ運営しておりま

す。 

スマートフォン向けサービスにおいては、『こびとづかん』『AKB48 TeamOgi』等のスマートフォン向けアプリ

を相次いでリリースしました。また、独自プラットフォーム『デジタルプラットフォーム』において、11月に

『BUCK-TICK』等のスマートフォン対応サイトを立ち上げ、４月には、株式会社ソニー・ミュージックアーティス

ツと提携し、スマートフォンやPCなどのマルチデバイスに対応した、会員向けアーティスト情報提供サービス

『NEVAEH』（ネバー）の提供を開始いたしました。 

一方、課金会員数は、前期に不採算サイトからの撤退を実施したことおよびスマートフォンへの移行が急速に進

んだこと等により、減少いたしました。 

以上の結果、当セグメントの売上高は1,608百万円、セグメント利益は342百万円となりました。 

  

（ソリューションセグメント） 

当セグメントにおきましては、企業向けにモバイル分野における各種開発やソリューションの提供を行っており

ます。引き続き、大手通信販売会社向けのモバイルECサイトの構築・運用、大手食品メーカー向けや外食チェーン

店向けのモバイルプロモーションの企画・制作・運用等の案件を受託しており、スマートフォン対応も行ったこと

により、受託の範囲を広げることができました。また、新規顧客の獲得にも努め、大手製薬会社のモバイルサイト

の構築を行い、企画・制作等の案件を受託しております。 

一方、キャリア向けアプリケーション開発受託案件の受注減少により、利益が減少しました。 

以上の結果、当セグメントの売上高は517百万円、セグメント利益は83百万円となりました。 

  

１．経営成績



（次期の見通し） 

次期（平成24年７月１日～平成25年６月30日）の見通しにつきましては次のとおりであります。 

当社の属するモバイルコンテンツ市場ならびにモバイルコマース市場のマーケットは引き続き拡大傾向にある一

方、フィーチャーフォンからスマートフォンへの移行が急激に進み、フィーチャーフォンビジネスにおける課金会

員数の減少の継続は避けられない状況であります。 

かかる状況下、当社といたしましては、収益拡大が見込めない案件からの撤退、キャッシュアウトの徹底削減、

成長が見込める領域への経営資源投下を着実に進めてまいります。 

エンタテインメントセグメントにおきましては、既存サイトのスマートフォン対応を加速させるとともに、従来

から推進しております「デジタルプラットフォーム事業（スマートフォンをはじめとしたマルチデバイスに対応

し、多様な決済・認証とシームレスに連携したファンクラブ会員管理プラットフォーム事業）」の展開を加速して

まいります。具体的には、デジタルコンテンツ販売のみならず、電子チケット販売、EC対応をするなど機能の拡張

を行い、収益モデルの多様化に取り組んでまいります。 

ソリューションセグメントにおきましては、法人向けのモバイルプロモーションの企画・制作・運用や、EC事業

者のモバイルECサイトの構築・運用等の案件において、スマートフォンサイトの構築・運用体制の強化を行い、収

益増大に取り組んでまいります。特に、EC事業においては、スマートフォンに加えタブレット端末等マルチデバイ

スに対応するべく、独自のコンテンツ管理システムの構築や人的資源の有効活用を進めることで、商品力を強化し

てまいります。 

なお、今後成長の見込めない案件の撤退、徹底したキャッシュアウトの削減にも努め、コスト構造の再構築を推

し進める所存ではございますが、同時に新たな収益基盤、成長事業の早期確立のための組織体制作り等が必要であ

り、このような状況を勘案し、平成25年６月期の業績につきましては、売上高1,068百万円、営業損失275百万円、

経常損失274百万円、当期純損失279百万円を見込んでおります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

当事業年度末の資産合計は2,991百万円と、対前事業年度末比で283百万円（8.6％）減少いたしました。負債合

計は、対前事業年度末比97百万円（25.2％）減少の288百万円、また純資産合計は対前事業年度末比185百万円

（6.4％）減少の2,702百万円となりました。 

流動資産につきましては、228百万円減少したしました。その主な要因は、現金及び預金が112百万円増加したも

のの、売上高の減少に伴い売掛金が287百万円減少したこと、ならびに、未収入金32百万円が減少したことによる

ものであります。 

固定資産につきましては、54百万円減少いたしました。その主な要因は、減損損失44百万円を計上したこと、

ならびに、投資有価証券の売却により15百万円が減少したこと等によるものであります。 

負債につきましては、流動負債が116百万円減少しております。これは売上原価の減少に伴い買掛金が86百万円

減少したこと等によるものであります。 

当事業年度末における安全性に関する指標については、自己資本比率90.3％（前事業年度末88.2％）、流動比率

1,076.2％（前事業年度末803.6％）、正味運転資本（流動資産から流動負債を控除した金額）2,525百万円となり

ました。 

  

   当事業年度のキャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税引前当期純損失の計上、有形・無形固定

資産の取得による支出等があったものの、減価償却費、減損損失等の計上および敷金の回収、投資有価証券の売却

による収入等により112百万円増加し、当事業年度末には2,508百万円となっております。  

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は2百万円（前事業年度は153百万円の支出）となりました。 

 これは、税引前当期純損失212百万円、投資有価証券売却益49百万円の計上および仕入債務の減少86百万円等の

減少要因があったものの、減価償却費22百万円、減損損失44百万円の計上および売上債権の減少287百万円等増加

要因があったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は110百万円（前事業年度は46百万円の支出）となりました。 

 これは、有形・無形固定資産の取得による支出43百万円があったものの、敷金の回収による収入34百万円および

投資有価証券の売却による収入120百万円があったことによるものであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は0百万円（前事業年度は1百万円の支出）となりました。 

  これは、リース債務の返済によるものであります。 



  

       当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。

※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

   ※有利子負債及び利払いがないため、債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては記載しており

   ません。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主への長期的かつ安定的な利益還元を重要な経営課題として認識しております。 

しかしながら当期は、当期純損失を計上する結果となり、今後収益力の向上を図り黒字転換することが当社の最

優先課題との認識のもと、まずは企業体質の強化を図る必要があることから、誠に遺憾ながら無配とさせていただ

きます。 

今後につきましては、業績の改善を図りつつ、毎期の業績と財政状況を勘案し、配当による株主への利益還元を

検討してゆく所存であります。 

  

(4）事業等のリスク 

 当社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下の

ようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は当事業年度末現在において判断したものでありま

す。  

  

①当社の業績について 

当社は、平成19年３月期より子会社株式会社NANOぴあの業績および平成20年３月期より子会社株式会社ジェ

イ・マーチの業績を連結しましたが、平成21年３月期において株式会社NANOぴあを売却、株式会社ジェイ・マーチ

を吸収合併したことにより、平成22年３月期より個別決算を実施しております。また、平成24年６月期は決算期変

更を行ったことに伴い15か月の変則決算となっております。したがって過年度の経営成績は、今後の売上高、利益

等の成長を判断する材料としては不十分である可能性があります。 

当事業年度における営業損失は185百万円、経常損失は169百万円で、４期連続で損失を計上、当期純損失は221

百万円で、５期連続で当期純損失を計上しております。 

  

  平成23年３月期 平成24年６月期  

自己資本比率（％）  88.2  90.3

時価ベースの自己資本比率（％）  40.2  44.1

債務償還年数（年）  －  －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  －



②特定キャリアへの依存について 

当社は、携帯電話キャリア（株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、KDDI株式会社、ソフトバンクモバイル株式

会社）を通じて、エンドユーザーにコンテンツサービスを提供しております。当社が各キャリアとの契約に基づ

き、各キャリアの情報料回収代行サービス等を利用して、エンドユーザーから情報料を回収しております。 

なお、情報料全体の中で、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ向けの占める比率が高くなっております。今

後、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモおよび他キャリアの経営方針の変更、事業環境の動向によっては、当社の

業績が影響を受ける可能性があります。 

  

当社全体の情報料に占めるキャリア別比率は以下のとおりです。  

  

③市場動向について 

当社の主要な事業領域であるモバイルコンテンツ市場は、これまで携帯電話の契約数（インターネット接続契約

含む）の伸びとともに急速に拡大してまいりました。 

しかしながら、スマートフォンのシェア拡大によるモバイルコンテンツ利用傾向の変化、モバイルネットワーク

のオープン化による携帯電話キャリアと端末メーカーの関係変化など、市場は急激に変化しており、これらに伴う

各キャリアの経営方針の変更、経済情勢や事業環境の動向により、当社の業績に影響を受ける可能性があります。

  

④当社の会員数の推移について 

当社は積極的なコンテンツの充実と、新規コンテンツの開発、スマートフォン対応などにより、各サイトの会員

数の維持・増加を目指し、有効な販売促進活動を行ってゆく所存です。しかし、当社が魅力的かつ有益なサービス

を適宜提供できない場合、会員数の減少から情報料収入が減少し業績に影響を受ける可能性があります。 

  

⑤各キャリアとの契約について 

当社は、各キャリアとの間でコンテンツ供給に関する契約および情報料回収代行サービスに関する契約または債

権譲渡契約を締結しております。各々の契約には、当社の財政状況等の悪化によりサービスの提供が困難になった

場合や、当社のコンテンツの内容に関して各キャリアにユーザーから苦情が多発したなどの事由が発生した場合

は、各キャリアが契約を解除できる条項があります。当社は、今まで契約解除に該当する事由が発生したことはあ

りませんが、当社に契約解除に該当する事由が発生した場合には、キャリアとの契約が解除となり、業績に影響を

受ける可能性があります。 

  

⑥コンテンツ権利保有者との契約について 

当社は、外部のコンテンツ権利保有者からコンテンツ供給を受けているサイトを有しておりますが、今後、権利

保有者からコンテンツ供給を受けられない場合、また、コンテンツ調達コストが上昇した場合、当該サイトを運営

できなくなり、業績に影響を受ける可能性があります。 

  

⑦重要顧客との契約について  

当社の事業における重要顧客との契約には、契約期間満了日の一定期間前までに双方のいずれからも意思表示が

なければ自動継続される契約が存在しております。当社は、これらの契約について継続を予定しておりますが、各

相手先が、事業戦略の変更等から、本契約を終了させた場合には、当社の事業および業績に影響を受ける可能性が

あります。 

  

キャリア 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年６月期 

 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 

 ％

 49.0 

 ％

 58.1 

 ％

 57.2 

KDDI株式会社  37.5  27.0  28.3 

ソフトバンクモバイル株式会社  13.5  14.9 14.5 

計  100.0  100.0  100.0 



⑧競合について 

当社は、複数の有料コンテンツを有しておりますが、有料コンテンツを提供する競合他社は多数存在する状況で

す。当社は積極的に既存有料コンテンツの内容の充実、さらには新規事業の開拓を行ってゆく所存でありますが、

当社が魅力的かつ有益なサービスを適宜提供できない場合、競合他社との競争激化による情報料単価の引き下げ、

会員数の減少などにより業績に影響を受ける可能性があります。 

  

⑨プリインストールアプリケーションの提供について 

当社は、KDDI株式会社が販売している一部の携帯電話にアプリケーションをプリインストール提供しております

が、今後、プリインストールされている携帯電話の販売終了や、インストールが予定されている携帯電話の販売時

期の延期等が生じた場合、業績に影響を受ける可能性があります。 

  

⑩ウェルネット株式会社との関係について 

当事業年度末現在、ウェルネット株式会社は当社の発行済株式の59.67％を保有する親会社であります。 

当社は、ウェルネット株式会社と協力関係を保ちながら事業を展開しておりますが、同社から事業上の制約はな

く、当社独自の経営方針・経営戦略に基づき事業活動を行っております。 

ただし、今後同社の事業戦略の変更等により、当社の事業および業績に影響を受ける可能性があります。 

  

⑪システムトラブルに関するリスク 

当社は、当社が保有するコンピュータシステムおよび通信ネットワークにより、エンドユーザーに対して24時間

サービスを提供しておりますが、自然災害や事故などによりシステムの故障、通信ネットワークの切断等の障害が

起こり、サービスの提供を停止せざるを得ない場合があります。 

さらに外部からの当社設備への不正な手段によるアクセスや、コンピュータウィルスの侵入などにより、サーバ

ーの誤動作や、重要なデータの消去などが発生した場合、業務に支障をきたし、業績に影響を受ける可能性があり

ます。 

  

⑫人材の確保について 

当社は、サイト運営および事業成長を担う営業担当者・システム技術者・コンテンツサイトの運営オペレータな

ど、各方面で優秀な人材を確保して行くことが重要になります。当社では優秀な人材の確保に努力して行く所存で

すが、人材の育成が順調に進まない場合、業務に支障をきたし、業績に影響を受ける可能性があります。 

  

⑬知的財産権に関するリスク 

当社は、当社の提供するサービスのプログラムに関して独自に企画・開発（一部外部へ発注）しており、現時点

において、当社の提供するサービスが第三者の特許権などの知的財産権を侵害しているという認識はありません。

しかしながら第三者の特許権、実用新案権、意匠権、商標権などの知的財産権が、当社事業にどのように適用さ

れるかについて全てを予測することは困難であり、今後、当社サービスに係る分野で第三者の知的財産権が成立し

たり、当社が認識していない知的財産権が既に成立している場合、当該所有者から権利侵害による損害賠償義務を

負ったり、侵害部分の設計変更や当社サービスの一部を停止する必要が生じる可能性があります。また、当該知的

財産権を継続使用するために、使用料（ロイヤリティ）を支払い、ライセンスを受ける場合もあり、業績に影響を

受ける可能性があります。 

さらに、EPG（Electronic Program Guide：電子番組表）サービスにおいては、第三者の保有する特許権に関連

した技術を使用しており、使用料を支払い、ライセンスを受けておりますが、当該知的財産権を継続使用するため

の使用料上昇による、採算の悪化、および当該ライセンス契約が継続困難な場合には、当該サービスの提供を停止

せざるを得なくなり、業績に影響を受ける可能性があります。 

また、当社がコンテンツ使用許諾を受けている権利保有者に知的財産権の侵害があった場合、契約上は当社に損

害賠償の義務は一切ありませんが、それ以降の当社サイトにおける当該権利保有者関連のコンテンツ提供が継続困

難となる可能性があり、業績に影響を受ける可能性があります。 

  

⑭法的規制に関するリスク 

当社の事業展開にあたって特有の法的規制や業界の自主規制などはありませんが、今後の法改正などにより当該

分野において法的規制が適用されることになった場合、当社の事業展開に制約を受け、対応措置をとる必要が生じ

る可能性があります。このような場合には、当社の業績または今後の事業展開に影響を受ける可能性があります。

  



⑮情報セキュリティについて 

当社は、推進する事業の性格上、個人情報を取り扱っており、「個人情報の保護に関する法律」に規定される個

人情報取扱事業者に該当いたします。個人情報の取り扱いにつきましては、コンプライアンスの一環として「個人

情報の保護に関する法律」に沿った対応をとり、管理体制の維持運用、社員の教育研修を行い、細心の注意を払っ

てまいりました。 

さらに平成16年12月に、情報セキュリティ管理の国内規格ISMS適合性評価制度「ISMS認証基準(Ver.2.0)」と英

国規格「BS7799-2:2002」の認証を取得いたしました。また、国際標準機構（ISO）が情報セキュリティマネジメン

トの 国際基 準 とし て「ISO27001」の規格 化 した こと を受 け、平成 19 年１ 月 には 移行 審査 を経 て、

「ISO/IEC27001:2005」および「JIS Q 27001:2006」の認証を取得いたしました。 

しかしながら、情報管理の不徹底、システムトラブル、第三者による不正アクセスなどにより個人情報を含む重

要な情報の紛失、漏洩があった場合、経営成績、財政状態などに影響を受ける可能性があります。 

  

⑯訴訟などに関するリスク 

当社は、これまで事業に関連した訴訟事件が発生したことはありませんが、事業の性格上取り扱っている個人情

報・その他重要な情報の管理の不徹底、システムトラブル、第三者による不正アクセスによる情報漏洩などにより

訴訟を受ける可能性があります。その訴訟内容や、賠償金額によっては経営、業績などに影響を受ける可能性があ

ります。 



当社は、携帯電話のネットワーク・インターネットを介して、一般消費者向けに情報コンテンツならびにサービス

を提供する事業を行っており、携帯電話等のマルチデバイスに向けたエンタテインメント系コンテンツの配信事業お

よび携帯電話キャリア向けにプリインストールアプリケーションの開発を提供しております。さらに、企業向けにモ

バイルサイトをはじめ、携帯電話に関連したアプリケーションの企画や開発、システムの構築など、携帯電話に関す

る多様なソリューションを提供しております。 

ウェルネット株式会社は、当社株式を対象とした公開買付けにより、平成23年７月19日付で当社の親会社となりま

した。 

事業の系統図は、以下のとおりであります。 

  

 
  

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針 

当社は、生活に不可欠となったモバイルデバイスにおいて、新しいコンテンツの提供、リアルビジネスとの融合に

よる新しいサービスの提供を行うことにより、個人がモバイルデバイスで色々なことを実現できるワンストップソリ

ューションを提供して行くことを目指しております。 

情報を取得するツールとして、サービスの基点として、また決済手段のツールとして、個人に思いがけない体験を

提供し、今後ますます発展するモバイル・インターネットの分野において、個人と社会を結ぶ重要な役割を担い、社

会全体の発展に貢献することを基本方針に、当社の企業価値の向上ならびに株主価値の増大に努めてまいります。 

  

(2）目標とする経営指標 

当社の重要な指標は売上高営業利益率であり、利益率の向上を目標としておりますが、昨今の状況を鑑み、まずは

収支均衡をひとつの目標として、それを達成するためのプロセスを確実に実行してまいります。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

当社を取り巻く市場環境は、モバイルコンテンツ市場ならびにモバイルコマース市場のマーケットは引き続き拡大

傾向にあります。一方、携帯端末においてはiPhoneやAndroidといったスマートフォン、タブレット端末の急激な普

及により、モバイルコンテンツビジネス市場もフィーチャーフォン向けからスマートフォン向けに急速に移行してお

ります。 

かかる環境下、当社は以下に掲げる施策を確実に遂行することにより安定的な収益基盤を早期に確立し、中長期的

な事業規模拡大と企業価値の向上に努めてまいります。 

①スマートフォンをはじめとしたマルチデバイスに対応し、多様な決済・認証とシームレスに連携したファンクラ

ブ会員管理プラットフォーム事業の展開、②会員管理プラットフォームと各種販売機能との連携により、ユーザー動

向やニーズを把握し、各サービスで求められている内容の分析を可能とする機能の提供、③企業向けモバイルサイト

の構築・運用に加え、店舗などのリアルビジネスとの連携を図ったプロモーション、顧客の囲い込みのビジネスモデ

ルの構築、④新規事業として、今までにない、独自のプラットフォーム、コンテンツ、メディアの構築、などを行っ

てまいります。これら多面的な施策を推進して行くにあたり、必要な技術・業務で当社にない領域に関しては積極的

に他社との業務提携、資本提携を通じて補完してまいります。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

早急に対処すべき課題としては、売上の拡大ならびに効率経営を実施し、収益力の向上を図ることと認識しており

ます。これらを実施するために具体的な施策に着手してまいります。 

中長期的な会社の経営戦略にも記載しましたとおり、モバイルコンテンツビジネス市場は急激に変化してきてお

り、今後、売上を伸ばして行くには、顧客の維持・新規獲得に加え、顧客単価（ARPU：Average Revenue Per User）

を上げて行くことが必須と考えております。新技術やコンテンツサービスにも着目し、積極的に採用することによ

り、新たな付加価値を生むプラットフォーム・コンテンツ・サービスを導入し、ビジネス規模の拡大を目指します。

市場環境が急激に変化する中、業界動向を把握し提供サービスや商品に反映することは重要な課題と認識しており

ます。特にスマートフォンを始めとする新規デバイスの動向、ユーザーに支持されるコンテンツやサービス等に注視

し把握、分析することにより、他社に先駆けたサービスや商品提供に努めてまいります。 

また、市場環境に対応すべく優秀な人材の確保は重要な課題と認識しております。特にスマートフォンをはじめと

したマルチデバイス向けのコンテンツ企画・提案力、サイトディレクションや運営する能力、新規ビジネスを構築で

きる能力等を有する人材の確保をすべく、社内教育（OJT）等による人材育成を強化してまいります。 

３．経営方針



４．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,396,561 2,508,985

売掛金 541,489 253,983

商品及び製品 1,151 4,924

仕掛品 － 430

前払費用 18,982 14,744

未収入金 33,907 1,098

その他 22,968 2,513

貸倒引当金 △2,521 △2,271

流動資産合計 3,012,540 2,784,408

固定資産   

有形固定資産   

建物 31,895 14,641

減価償却累計額 △12,879 △14,641

建物（純額） 19,016 0

工具、器具及び備品 230,373 209,881

減価償却累計額 △214,777 △209,881

工具、器具及び備品（純額） 15,595 0

リース資産 2,874 2,874

減価償却累計額 △2,785 △2,874

リース資産（純額） 88 －

有形固定資産合計 34,700 0

無形固定資産   

ソフトウエア 21,324 25,187

その他 4,702 528

無形固定資産合計 26,027 25,715

投資その他の資産   

投資有価証券 121,967 106,416

敷金 78,620 74,302

その他 334 300

投資その他の資産合計 200,921 181,018

固定資産合計 261,648 206,734

資産合計 3,274,189 2,991,143



（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 268,957 182,101

リース債務 248 －

未払金 36,509 28,428

未払費用 37,719 28,944

未払法人税等 6,435 2,731

未払消費税等 2,874 408

その他 22,124 16,109

流動負債合計 374,869 258,723

固定負債   

長期未払金 1,057 －

繰延税金負債 － 19,777

資産除去債務 10,273 10,452

固定負債合計 11,330 30,229

負債合計 386,200 288,952

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,770,425 1,770,425

資本剰余金   

資本準備金 1,104,118 1,104,118

その他資本剰余金 363,130 363,130

資本剰余金合計 1,467,249 1,467,249

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △349,685 △571,198

利益剰余金合計 △349,685 △571,198

株主資本合計 2,887,989 2,666,475

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － 35,714

評価・換算差額等合計 － 35,714

純資産合計 2,887,989 2,702,190

負債純資産合計 3,274,189 2,991,143



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高   

情報提供等売上高 2,316,443 2,117,918

商品売上高 1,796 21,491

製品売上高 63 －

売上高合計 2,318,303 2,139,409

売上原価   

情報提供等売上原価 1,238,043 1,246,454

商品売上原価 915 12,176

製品売上原価 187 0

売上原価合計 1,239,146 1,258,630

売上総利益 1,079,157 880,779

販売費及び一般管理費   

役員報酬 75,573 61,623

給料 564,229 459,575

法定福利費 76,208 68,180

地代家賃 115,324 76,831

支払手数料 243,316 236,965

その他 202,786 163,149

販売費及び一般管理費合計 1,277,437 1,066,326

営業損失（△） △198,280 △185,547

営業外収益   

受取利息 1,290 768

受取配当金 30 5,650

受取和解金 － 9,977

その他 40 50

営業外収益合計 1,360 16,446

営業外費用   

支払利息 35 1

為替差損 6 11

営業外費用合計 42 13

経常損失（△） △196,962 △169,114

特別利益   

投資有価証券売却益 － 49,068

ポイント引当金戻入額 1,843 －

特別利益合計 1,843 49,068



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

特別損失   

固定資産売却損 175 －

固定資産除却損 7,979 337

減損損失 20,010 44,088

特別退職金 － 48,406

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,233 －

投資有価証券評価損 14,319 －

事務所縮小関連費用 5,084 －

特別損失合計 53,801 92,831

税引前当期純損失（△） △248,920 △212,877

法人税、住民税及び事業税 2,290 8,636

法人税等合計 2,290 8,636

当期純損失（△） △251,210 △221,513



１．情報提供等売上原価明細書 

  

２．商品売上原価明細書 

  

売上原価明細書

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
 至 平成24年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

１．情報等使用料    770,362  62.2  726,500  58.3

２．外注費    404,397  32.7  461,492  37.0

３．労務費     33,207  2.7  41,993  3.4

４．経費 ※２  30,075  2.4  16,897  1.3

小計    1,238,043  100.0  1,246,884  100.0

期首仕掛品たな卸高   －    －   

合計    1,238,043    1,246,884   

期末仕掛品たな卸高   －    430   

当期情報提供等売上原価    1,238,043    1,246,454   

            

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
 至 平成24年６月30日） 

１．原価計算の方法は、個別原価計算によっておりま

す。 

１．原価計算の方法は、個別原価計算によっておりま

す。 

※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。  ※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。  

ソフトウェア償却費       千円 25,483

減価償却費        千円 3,748

ソフトウェア償却費       千円 14,862

減価償却費        千円 1,181

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
 至 平成24年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

１．期首商品たな卸高   －  1,151

２．当期商品仕入高    2,066  15,948

      合計    2,066  17,100

３．期末商品たな卸高    1,151  4,924

   当期商品売上原価    915  12,176

        



３．製品売上原価明細書 

  

    
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
 至 平成24年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

１．期首製品たな卸高    187  0

２．外注加工費   － －

      合計    187  0

３．期末製品たな卸高    12 －

     差引    175  0

４．製品評価損    12 －

   当期製品売上原価    187  0

        



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,770,425 1,770,425

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,770,425 1,770,425

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 1,104,118 1,104,118

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,104,118 1,104,118

その他資本剰余金   

当期首残高 363,130 363,130

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 363,130 363,130

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 △98,474 △349,685

当期変動額   

当期純損失（△） △251,210 △221,513

当期変動額合計 △251,210 △221,513

当期末残高 △349,685 △571,198

株主資本合計   

当期首残高 3,139,199 2,887,989

当期変動額   

当期純損失（△） △251,210 △221,513

当期変動額合計 △251,210 △221,513

当期末残高 2,887,989 2,666,475



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 35,714

当期変動額合計 － 35,714

当期末残高 － 35,714

評価・換算差額等合計   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 35,714

当期変動額合計 － 35,714

当期末残高 － 35,714

純資産合計   

当期首残高 3,139,199 2,887,989

当期変動額   

当期純損失（△） △251,210 △221,513

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 35,714

当期変動額合計 △251,210 △185,798

当期末残高 2,887,989 2,702,190



（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純損失（△） △248,920 △212,877

減価償却費 41,192 22,637

減損損失 20,010 44,088

貸倒引当金の増減額（△は減少） 41 △250

受取利息及び受取配当金 △1,320 △6,418

投資有価証券売却損益（△は益） － △49,068

投資有価証券評価損益（△は益） 14,319 －

支払利息 35 1

固定資産売却損益（△は益） 175 －

固定資産除却損 7,979 337

特別退職金 － 48,406

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,233 －

売上債権の増減額（△は増加） 50,558 287,506

たな卸資産の増減額（△は増加） △964 △4,202

仕入債務の増減額（△は減少） △57,223 △86,856

その他 15,531 10,688

小計 △152,350 53,991

利息及び配当金の受取額 1,320 6,418

利息の支払額 △35 △1

特別退職金の支払額 － △48,406

法人税等の支払額 △2,290 △9,981

営業活動によるキャッシュ・フロー △153,355 2,020

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △7,429 △1,960

有形固定資産の売却による収入 30 －

無形固定資産の取得による支出 △18,202 △41,444

投資有価証券の売却による収入 － 120,111

敷金の回収による収入 348 34,268

長期前払費用の取得による支出 △21,000 －

その他 － △300

投資活動によるキャッシュ・フロー △46,254 110,675

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △1,016 △261

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,016 △261

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 △11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △200,633 112,423

現金及び現金同等物の期首残高 2,597,195 2,396,561

現金及び現金同等物の期末残高 2,396,561 2,508,985



 該当事項はありません。  

   

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。  

 時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

２. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）商 品 

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。 

(2）仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法を採用しております。 

  ただし、建物については定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物        ３～18年 

工具、器具及び備品 ２～15年 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（２年～５年）に基づいてお

ります。 

(3）リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

４．引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

５．収益及び費用の計上基準 

工事契約に関する会計基準 

(1）当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受注契約 

  工事進行基準 

  （受注制作の進捗率の見積りは原価比例法）  

(2）その他の受注契約 

   検収基準 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

  

該当事項はありません。  

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

表示方法の変更



追加情報

当事業年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  



※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

※２ 減損損失 

 当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

  

前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年６月30日）  

 当社は、事業用資産については管理会計上の事業部単位を基準としてグルーピングを行っております。

 当事業年度において、事業用資産の収益性が低下したこと等に伴い、当該資産の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

 なお、事業用資産は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないことか

ら備忘価額により評価しております。 

  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

注記事項

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

建物  千円 3,037   千円 －

工具、器具及び備品   3,260    337

ソフトウェア   1,682    －

計 千円 7,979   千円 337

場所 用途 種類 減損損失

本社（東京都港区） 事業用資産  
ソフトウェア  千円5,010

長期前払費用  千円14,999

場所 用途 種類 減損損失

本社（東京都港区） 事業用資産  

建物  千円17,253

工具、器具及び備品  千円13,036

ソフトウェア  千円13,798

（キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前事業年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

現金及び預金勘定 2,396,561千円 2,508,985千円 

現金及び現金同等物 2,396,561千円 2,508,985千円 



  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。   

 当社は、サービス形態別のセグメントから構成されており、「エンタテインメント事業」および「ソリ

ューション事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 「エンタテインメント事業」は主に、エンタテインメント系モバイルサイトの制作・運用を行っており

ます。「ソリューション事業」につきましては、企業向けのモバイルサイト構築等のソリューション事業

を主に行っております。 

 当事業年度より、会社組織の変更に伴い報告セグメントを従来の「エンタテインメント事業」、「メデ

ィア事業」および「ビジネスソリューション事業部」の３区分から、「エンタテインメント事業」および

「ソリューション事業」の２区分に変更しております。 

  なお、前事業年度のセグメント情報は、会社組織変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したも

のを開示しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法   

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は「重要な会計方針」における記載と同一でありま

す。 

 報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。   

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであります。 

    ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主に全社費用であります。 

    ３．セグメント利益又は損失（△）は、財務諸表の営業損失と調整を行っております。  

  

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計
調整額 
（注）２ 

財務諸表
計上額 
（注）３ 

エンタテイン
メント 

ソリューショ
ン 

計

売上高               

外部顧客への
売上高 

1,859,345  456,795 2,316,141 2,162 2,318,303  － 2,318,303

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－  － － － －  － －

計 1,859,345  456,795 2,316,141 2,162 2,318,303  － 2,318,303

セグメント利益
又は損失（△） 

313,376  134,239 447,616 △2,229 445,386  △643,666 △198,280

セグメント資産 607,300  113,286 720,617 4,406 725,023  2,549,166 3,274,189

その他の項目               

減価償却費 27,572  1,073 28,646 621 29,267  11,924 41,192

減損損失 5,010  14,999 20,010 － 20,010  － 20,010

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額 

16,473  2,688 19,161 － 19,161  14,634 33,795



当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年６月30日） 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであります。 

    ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主に全社費用であります。 

    ３．セグメント利益又は損失（△）は、財務諸表の営業損失と調整を行っております。  

  

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

  本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  

(2）有形固定資産 

  有形固定資産は全て本邦に存在しているため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年６月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計
調整額 
（注）２ 

財務諸表
計上額 
（注）３ 

エンタテイン
メント 

ソリューショ
ン 

計

売上高               

外部顧客への
売上高 

1,608,210  517,566 2,125,777 13,632 2,139,409  － 2,139,409

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－  － － － －  － －

計 1,608,210  517,566 2,125,777 13,632 2,139,409  － 2,139,409

セグメント利益
又は損失（△） 

342,077  83,183 425,260 △37,357 387,903  △573,450 △185,547

セグメント資産 346,887  21,503 368,391 25,988 394,379  2,596,763 2,991,143

その他の項目               

減価償却費 13,953  954 14,907 1,138 16,045  6,221 22,267

減損損失 13,323  3,752 17,076 2,025 19,102  24,986  44,088

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額 

9,888  － 9,888 25,967 35,855  － 35,855

ｂ．関連情報

  （単位：千円）

  
エンタテイン
メント 

ソリューション その他 合計 

外部顧客への
売上高  1,859,345  456,795  2,162  2,318,303

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

伊藤忠商事株式会社 398,700 エンタテインメント 

  （単位：千円）

  
エンタテイン
メント 

ソリューション その他 合計 

外部顧客への
売上高  1,608,210  517,566  13,632  2,139,409



２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

  本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  

(2）有形固定資産 

  有形固定資産は全て本邦に存在しているため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

  

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年６月30日） 

  

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

伊藤忠商事株式会社 397,544 エンタテインメント 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  （単位：千円） 

  
エンタテイン 
メント 

ソリューション その他 全社・消去 合計

減損損失  5,010  14,999 －  －  20,010

  （単位：千円） 

  
エンタテイン 
メント 

ソリューション その他 全社・消去 合計

減損損失  13,323  3,752  2,025  24,986  44,088

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報



（注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

 ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

 あるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額        円 48,239.28

１株当たり当期純損失金額      円 4,196.07

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額        円 45,135.81

１株当たり当期純損失金額      円 3,700.03

  
前事業年度

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年６月30日) 

１株当たり当期純損失金額            

 当期純損失（千円）   251,210  221,513

 普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

 普通株式に係る当期純損失（千円）  251,210  221,513

 期中平均株式数（株）  59,868  59,868

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 新株予約権 種類 

  平成17年７月19日取締役会決議 

 ストックオプション 

 （新株予約権 個） 12

 ――― 

（重要な後発事象）
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